
さらに、市所有の小型ドローンを活用し、
令和元年の台風などで被災した農業施設
の調査を行った。
　今後の活用については、観光協会の事業
や定住自立圏構想事業等においてPR動画
の作成が予定されている。また、災害時に
おける応急対応や復旧活動での活用につい
ては、国内におけるドローンの運用や開発
に関する状況を把握するとともに、費用
対効果などを精査・検討していきたい。

　ドローンの活用について平成27年
９月に質問した時には、オープン
ウォータースイムフェスティバルの動
画映像しか活用事例がありませんでし
たが、この数年間で活用の幅が大きく
広がっています。今後、災害時におけ
る応急対応や復旧活動においての活用
も検討しているとのことなので、市民
の安心安全を確保するために、前向き
に進めていくことを要望しました。

　道路の維持管理に関して、これまで多くの議員が質問していますが、この
ところ傷んでいる箇所をよく目にする
ことから、今回あえて取り上げました。
　市職員が対応した多くの補修跡が市
内各所で見られますが、いまだ補修が
されていない、あるいは、過去に補修
はされていても、再度傷んできている
ところが多く見られます。これまで通
りの建設課の職員による道路パトロー
ルや各所からの情報提供だけでは、傷
んでる箇所の把握が十分ではないため、
公式LINEアカウントなどのSNSなど
を活用し、市民からの通報システムを
充実するよう要望しました。

Ｑ）館山市におけるドローンの活用状況
は？　また、今後のドローンの活用につい
てどのような検討をしているのか？
Ａ）観光関連では、館山市公式YouTube
チャンネルにおける、『さかなクン』によ
るPR動画のほか、専用のアプリを活用し、
房総フラワーライン、城山公園、沖ノ島、
館山湾花火大会、安房神社などの紹介動画
が視聴できる館山市観光ガイドブックを
作成した。また、スポーツ関連では、オー
プンウォータースイムフェスティバルや
オーシャンフェスタ、若潮マラソン、東
京2020オリンピックでのオランダチーム
の事前キャンプ動画などを公開している。

ない。今後、庁内関係課において、公共的
な利用の必要性を第一に、民間事業者のア
イデアなども取り入れながら、現在の施設
用途にとらわれず、より有効的な使い方と
なるよう、民間での利活用など広い視野で
進めていきたいと考えている。なお、これ
らの検討に際しては、令和４年３月に策定
した『将来に向けた学校のあり方に対する
基本指針』に基づき、地域の皆さまと共に
利活用方策の検討を行っていく。

　少子化の影響により、全国で毎年約
470校、平成14～29年度の累計で
7,583校が廃校になっています。廃校
施設は地方公共団体にとって貴重な財
産であり、地域の実情やニーズを踏ま
えながら有効活用していくことが求め
られています。廃校施設の多くは地域
の体育館や公民館、老人ホームや保育
所などの公共的施設として活用されて
いる一方、近年では、体験交流施設や
工場、オフィスなど、民間による活用
が進み、雇用創出等、地域活性化につ
ながる例も多く出て来ました。
　民間活力導入のメリットとして、自
治体側には、維持費の削減、貸与・譲
渡による収益、雇用の創出、地域活性
化などがあり、事業者側には、事業開
始に必要な初期費用の軽減、地域との
密着、高い宣伝効果などがあります。
近隣では、旧保田小学校を都市交流施
設としてリノベーションした、都市交
流施設『道の駅保田小学校』、旧小湊
小学校をスポーツや交流の場に改修し
た『小湊さとうみ学校』、旧長尾幼稚
園・小学校をリノベーションにより、
オフィス、宿泊、レストラン等商業施
設に改修した『シラハマ校舎』などが
あります。
　多くの学校施設は災害発生時におけ
る地域住民の避難場所等に指定されて
いるため、この機能を維持しつつ、他

の自治体が行っているような先進的な
利活用を検討していく必要があります。
『廃校は地域の終わりではなく、新た
な始まり』として捉えていくべきでは
ないでしょうか。
　現時点で活用されていない廃校施設
や、今後の統廃合で不使用となる学校
施設の利活用について先進事例の調
査・研究を進め、その有効活用を検討
するよう引き続き要望して参ります。

Ｑ）舗装が傷んでいても応急処置がなされ
ず、そのまま放置されている状況が散見さ
れており、転倒の危険性が高いと思われる
場所もある。早急にすべてを舗装し直すの
は困難であるが、傷んでいる箇所を洗い出
し、応急処置を進めることができないか？
Ａ）延長約350キロメートルある市道につ
いて、適切な道路管理を心掛け、随時、建
設課職員により道路パトロールを実施して
いる。さらに区長をはじめとする市民から
の通報や市職員からの情報提供等により傷
んでいる箇所を調査し、道路陥没や規模の
小さな舗装の破損などは、市職員により速
やかに補修を行っている。規模の大きさや
傷みの状況によって市職員による応急処置
が困難なものは業者へ発注して対応してい
る。今後も傷んでいる箇所の把握に努め、
迅速な応急処置と補修工事の早期実施に努
めていく。

Ｑ１）少子化の進展・出生数の減少に伴い、
教育施設等の統廃合以外で、今後、どのよ
うな問題が生じて来ると想定しているか？
Ａ１）少子化の影響により、今後、産科や
子供用品・学校用品を扱う店舗の撤退が想
定される。また、将来的には、労働力不足
や後継者不足により、地域経済が停滞する
とともに、社会保障制度の維持が困難にな
ることが予想される。さらに、歳入の減少
による市の財政への影響だけではなく、市
民生活の基盤である地域コミュニティや地
域公共交通の存続危機、地域での支え合
い・助け合いといった地域活力の低下など
を招くおそれもある。
Ｑ２）少子化対策として、教育費負担の更
なる軽減、住宅支援の充実など、子育て世
代の経済的な負担を軽減し、安心して子ど
もを産み育てられる環境の充実が必要であ

る。財政状況の厳しい中、独自に予算をか
けて新たな事業を展開することは厳しいと
思うが、何か効果的な対策を打ち出すべき
ではないか？
Ａ２）少子化を根本的に解決するためには、
若い世代が結婚・出産・子育てを希望し、
実現することで、出生数を向上させること
が重要となる。少子化対策は、国や県を挙
げて長期的に取り組むべき課題であると認
識しているが、館山市としては、若い世代
にとって魅力的な働く場を確保し、住み続
けたいと思えるまちづくりを進めることが
重要であると考えている。具体的には、テ
レワークやワーケーションの推進、関係人
口の創出、移住・定住の促進などを実施し、
専門性を身につけた若者や女性が能力を活
かせる環境の整備を進めている。あわせて、
子育てコンシェルジュや子育て世代包括支
援センター「たてっ子」などで、子育て家
庭に切れ目のないきめ細かい支援を行うと
ともに、元気な広場の更なる活用や子ども
医療費の給付など、子育て環境の充実を
図っている。これらの取り組みに対する声
を参考にしながら、子育て世代の就労環境
や子育て環境を整備することで、さらなる
少子化対策・人口減少対策を推進したいと
考えている。

　令和４年第２回館山市議会定例会が６月９
日から６月28日までの会期で開催され、一般
質問において「少子化の進展、出生数の減少に
ついて」、「未利用市有地の利活用について」、
「ドローンの活用について」、「市道の補修につ
いて」など、５項目について質問しましたので
ご報告させていただきます。

館山市議会議員 市民の声を届けます
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